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食品安全に関するリスクプロファイルシート 

（化学物質） 

更新日：2015 年 9 月 11 日 

項  目 内     容 

1 ハザードの名称／別名 ダイオキシン類 

（以下の化合物の総称） 

ポリ塩化ジベンゾ－パラージオキシン 

(polychlorinated dibenzo-p-dioxin: PCDD) 

ポリ塩化ジベンゾフラン 

(polychlorinated dibenzofuran: PCDＦ) 

コプラナーPCB※ 

(coplanar polychlorinated biphenyl: Co-PCB) 
 

※ ダイオキシン類対策特別措置法は、 

①coplanar（共平面）である構造を有するもの(ノンオルト

PCB) 

②coplanar でない構造を有するもの(モノオルト PCB）の

うち 2,3,7,8-TCDD と似た毒性を有する 8 種類の PCB

を「コプラナーPCB」と定義している。 

   すなわち、ダイオキシン類対策特別措置法で定義する

「コプラナーPCB」と WHO で定義する「dioxin-like PCB」

は同じ化合物を対象としている。 

   このため、本リスクプロファイルでは、WHO が定義す

る dioxin-like PCB をコプラナーPCB と記載する。 

 

75 種類の異性体を持つ PCDD のうち 7 種類、135 種類の

異性体を持つ PCDF のうち 10 種類、209 種類の異性体を

持つ PCB のうち 12 種類に毒性があるとされ、これらにつ

いて記載。 
 

（PCDD） 

塩素数

(x+y) 
同族体の略号 異性体 

4 

TCDD 

(4 塩素化ジベンゾ-パラ-ジオキシ

ン) 

2,3,7,8-TCDD 

5 

PeCDD 

(5 塩素化ジベンゾ-パラ-ジオキシ

ン) 

1,2,3,7,8-PeCDD 

6 

HxCDD 

(6 塩素化ジベンゾ-パラ-ジオキシ

ン) 

1,2,3,4,7,8-HxCDD

1,2,3,6,7,8-HxCDD

1,2,3,7,8,9-HxCDD

7 

HpCDD 

(7 塩素化ジベンゾ-パラ-ジオキシ

ン) 

1,2,3,4,6,7,8-HpCD

D 

8 

OCDD 

(8 塩素化ジベンゾ-パラ-ジオキシ

ン) 

OCDD 
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 [構造式] 

     
 

（PCDF） 
塩素数

(x+y) 
同族体の略号 異性体 

4 
TCDF 

(4 塩素化ジベンゾフラン) 
2,3,7,8-TCDF 

5 
PeCDF 

(5 塩素化ジベンゾフラン) 

1,2,3,7,8-PeCDF 

2,3,4,7,8-PeCDF 

6 
HxCDF 

(6 塩素化ジベンゾフラン) 

1,2,3,4,7,8-HxCDF 

1,2,3,6,7,8-HxCDF 

1,2,3,7,8,9-HxCDF 

2,3,4,6,7,8-HxCDF 

7 
HpCDF 

(7 塩素化ジベンゾフラン) 

1,2,3,4,6,7,8-HpCDF 

1,2,3,4,7,8,9-HpCDF 

8 
OCDF 

(8 塩素化ジベンゾフラン) 
OCDF 

 

 [構造式] 

     
 

（Co-PCB） 
塩素数

(x+y) 
同族体の略号 

異性体 

(PCB の異性体番号) 

（ノンオルト PCB） 

4 
TCB 

(4 塩素化ビフェニル) 

3,3',4,4'-TCB (#77) 

3,4,4',5-TCB (#81) 

5 PeCB 

(5 塩素化ビフェニル) 
3,3',4,4',5-PeCB (#126) 

6 HxCB 

(6 塩素化ビフェニル) 
3,3',4,4',5,5'-HxCB (#169) 

(モノオルト PCB) 

5 
PeCB 

(5 塩素化ビフェニル) 

2,3,3',4,4'-PeCB (#105) 

2,3,4,4',5-PeCB (#114) 

2,3',4,4',5-PeCB (#118) 

2',3,4,4',5-PeCB (#123) 

6 
HxCB 

(6 塩素化ビフェニル) 

2,3,3',4,4',5-HxCB #156) 

2,3,3',4,4',5'-HxCB (#157) 

2,3',4,4',5,5'-HxCB (#167) 

7 
HpCB 

(7 塩素化ビフェニル) 
2,3,3',4,4',5,5'-HpCB (#189) 
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[構造式] 

    
 

2 基準値、その他のリスク管理措置
 

 (1)国内 【環境庁】 

ダイオキシン類対策特別措置法第 7 条に基づき、環境

庁告示第 68 号において環境基準を設定。また、同法第 8

条に基づき、排出ガス又は排出水に関する規制を実施。 

・環境基準： 大気…年平均値 0.6 pg-TEQ/ｍ３ 以下 

水質…年平均値 1 pg-TEQ/L 以下 

底質…150 pg-TEQ/g 以下 

土壌…1,000 pg-TEQ/g 以下 

[環境庁, 1999a]
 

※毒性等価係数（Toxic Equivalency Factor: TEF） 

ダイオキシン類には異性体が存在し、異性体ごとに毒

性の強さが異なるため、最も毒性の強い 2,3,7,8-TCDD の

毒性を１とし、他のダイオキシン類の毒性を、

2,3,7,8-TCDD の毒性を基にした係数（毒性等価係数／

Toxic Equivalency Factor: TEF）を用いて表す。 

WHO は、1998 年に WHO 1998 TEF を公表した。2006

年に WHO 2005 TEF に改正。 

 

※毒性等量（Toxic Equivalency: TEQ） 

各異性体の濃度にそれぞれ毒性等価係数（TEF）を乗

じた値の総和を毒性等量（Toxic Equivalency: TEQ）とい

い、ダイオキシン類の濃度は毒性等量で表す。 

 

以下、特段の記載のない場合には WHO 2005 TEF を用

いた毒性等量で表す。 

 

(PCDD) 
 TEF value 

WHO 1998 WHO 2005 

2,3,7,8-TCDD 1 1 

1,2,3,7,8-PeCDD 1 1 

1,2,3,4,7,8-HxCDD 0.1 0.1 

2,3,6,7,8-HxCDD 0.1 0.1 

1,2,3,7,8,9-HxCDD 0.1 0.1 

1,2,3,4,6,7,8-HpCDD 0.01 0.01 

OCDD 0.0001 0.0003 
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（PCDF） 
 TEF value 

WHO1998 WHO2005 

2,3,7,8-TCDF 0.1 0.1 

1,2,3,7,8-PeCDF 0.05 0.03 

2,3,4,7,8-PeCDF 0.5 0.3 

1,2,3,4,7,8-HxCDF 0.1 0.1 

1,2,3,6,7,8-HxCDF 0.1 0.1 

1,2,3,7,8,9-HxCDF 0.1 0.1 

2,3,4,6,7,8-HxCDF 0.1 0.1 

1,2,3,4,6,7,8-HpCDF 0.01 0.0 

1,2,3,4,7,8,9-HpCDF 0.01 0.01 

OCDF 0.0001 0.0003 

 

（Co-PCB） 
 TEF value 

WHO1998 WHO2005 

（non-ortho PCB） 

3,3',4,4'-TCB (#77) 0.0001 0.0001 

3,4,4',5-TCB (#81) 0.0001 0.0003 

3,3',4,4',5-PeCB (#126) 0.1 0.1 

3,3',4,4',5,5'-HxCB (#169) 0.01 0.03 

(mono-ortho PCB) 

2,3,3',4,4'-PeCB (#105) 0.0001 0.00003 

2,3,4,4',5-PeCB (#114) 00005 0.00003 

2,3',4,4',5-PeCB (#118) 0.0001 0.00003 

2',3,4,4',5-PeCB (#123) 0.0001 0.00003 

2,3,3',4,4',5-HxCB #156) 0.0005 0.00003 

2,3,3',4,4',5'-HxCB (#157) 0.0005 0.00003 

2,3',4,4',5,5'-HxCB (#167) 0.00001 0.00003 

2,3,3',4,4',5,5'-HpCB (#189) 0.0001 0.00003 
 

[WHO, 2005]

 (2)海外 【Codex】 

化学物質による食品汚染を低減するための排出源対策に

関する実施規範（CAC/RCP 49-2001） 

[Codex, 2001]

※実施規範の内容は別紙参照 

 

ダイオキシン及びダイオキシン様PCBによる食品・飼料の

汚染の防止及び低減のためのコーデックス実施規範

（CAC/RCP 62-2006） 

[Codex, 2006]

 

【EU】 

○食品中の最大基準値(EU 規則)  
 PCDD+PCDF

(TEQ 換算値)

PCDD+PCDF 

+Co-PCB  

(TEQ 換算値) 

Co-PCB以外の

PCB の合計※1

肉及び肉製品 

（以下に由来する） 

－牛科の動物、羊 

－家禽 

－豚 

 

 

 

2.5 pg/g fat※2

1.75 pg/g fat※2

1.0 pg/g fat※2

 

 

4.0 pg/g fat※2  

3.0 pg/g fat※2 

1.25 pg/g fat※2 

 

 

40 ng/g fat※2

40 ng/g fat※2

40 ng/g fat※2
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陸生動物の肝臓及びその派

生製品（羊の肝臓及びその

派生製品を除く） 

0.30 pg/g ww 0.50 pg/g ww 3.0 ng/g ww

羊の肝臓及びその派生製品 1.25 pg/g ww 2.00 pg/g ww  3.0 ng/g ww

魚類の筋肉及び水産製品及

びそれらの製品（野生のウ

ナギ、野生のアブラツノザ

メ、通し回遊魚以外の野生

の淡水魚類、魚の肝臓及び

その派生製品並びに水産物

油脂を除く） 

3.5 pg/g ww 6.5 pg/g ww 75 ng/g ww

通し回遊魚以外の野生の淡

水魚類の筋肉及び水産製品

及びそれらの製品 

3.5 pg/g ww 6.5 pg/g ww 125 ng/g ww

野 生 の ア ブ ラ ツ ノ ザ メ

（Squalus acanthias）の筋肉

及びその製品 

3.5 pg/g ww 6.5 pg/g ww 200 ng/g ww

野 生 の ウ ナ ギ (Anguilla 
anguilla)の筋肉及びその製

品： 

3.5 pg/g ww 10.0 pg/g ww 300 ng/g ww

魚の肝臓及びその派生製品

（後項目の水産物油脂に関

するものを除く） 

-. 20.0 pg/g ww 200 ng/g ww

食用の水産物油脂（魚油、

肝油及びその他） 

1.75 pg/g fat 6.0 pg/g fat 200 ng/g fat

乳及び乳製品(バター脂を含

む) 

2.5 pg/g fat※2 5.5 pg/g fat※2 40 ng/g fat※2

 

鶏卵及び卵製品 2.5 pg/g fat※2 5.0 pg/g fat※2 40 ng/g fat※2

動物性脂肪 

－牛科の動物、羊 

－家禽 

－豚 

 

2.5 pg/g fat  

1.75 pg/g fat 

1.0 pg/g fat 

 

4.0 pg/g fat  

3.0 pg/g fat 

1.25 pg/g fat 

 

40 ng/g fat

40 ng/g fat

40 ng/g fat

混合動物油脂 1.5 pg/g fat 2.50 pg/g fat 40 ng/g fat

植物油 0.75 pg/g fat 1.25 pg/g fat 40 ng/g fat

乳幼児用食品 0.1 pg/g ww 0.2 pg/g ww 1.0 ng/g ww

（<LOQ=LOQ として算出した値で最大基準値と比較） 

 

※1 PCB 28, 52, 101, 138, 153, 180 の合計 

※2 脂肪含有比率が 2%よりも小さい場合には、食品のダイオキシン類濃度を

0.02 倍した値を使用 

[EU, 2011] [EU, 2013] [EU, 2015]
 

○調査・対策開始の目安となる食品中のアクションレベル

（EU 勧告） 
 PCDD+PCDF 

(TEQ 換算値) 

Co-PCB 

(TEQ 換算値) 

肉及び肉製品 

－牛科の動物、羊 

－家禽 

－豚 

動物性脂肪 

 

1.75 pg/g fat※ 

1.25 pg/g fat※ 

0.75 pg/g fat※ 

1.00 pg/g fat※ 

 

1.75 pg/g fat※ 

0.75 pg/g fat※ 

0.50 pg/g fat※ 

0.75 pg/g fat※ 

魚類の筋肉及び水産製品（養殖） 1.50 pg/g ww 2.50 pg/g ww  

乳及び乳製品(バター脂を含む) 1.75 pg/g fat※ 2.00 pg/g fat※ 

鶏卵及び卵製品 1.75 pg/g fat※  1.75 pg/g fat※ 

食用サプリメントとしての土 0.50 pg/g ww 0.50 pg/g ww 

穀類及び油用種子 0.50 pg/g ww 0.35 pg/g ww 

果物及び野菜 0.30 pg/g ww 0.10 pg/g ww 

（<LOQ=LOQ として算出した値でアクションレベルと比較） 

 

※ 脂肪含有比率が 2%よりも小さい場合にはアクションレベルは適用しない 

[EU, 2014]
 

 

 



(c) 農林水産省 

 

6 

○飼料中の最大基準値及びアクションレベル (EU 指令)

（飼料中の最大基準値） 
 PCDD+PCDF

(ng-TEQ/kg)

PCDD+PCDF 

  +Co-PCB 

(ng-TEQ/kg) 

Co-PCB 以外の

PCB の合計※

(μg/kg) 

植物油及び副産物を除く

植物起源の飼料原料 

0.75  1.25 10 

植物油及びその副産物 0.75 1.5 10 

鉱物起源の飼料原料 075 1.0 10 

乳脂肪及び卵脂肪を含む

動物性脂肪 

1.5 2.0 10 

乳、乳製品、卵及び卵製

品を含むその他陸上動物

製品 

0.75 1.25 10 

魚油 5.0 20.0 175 

魚類、その他の水生動物

及びそれらの製品、並び

に魚油及び 20%以上の脂

肪分を含む魚類タンパク

質加水分解物を除く副産

物 

1.25     4.0 30 

20%以上の脂肪分を含む

魚類タンパク質加水分解

物 

1.75 9.0 50 

結合剤及びアンチケーキ

ング剤の機能群に属する

堆積物起源の飼料添加物

であるカオリン質粘土、蛭

石、アルミノケイ酸ソーダ

－フォノライト、合成アルミ

ン酸カルシウム、クリノプ

チロライト 

0.75 1.5 10 

微量元素化合物の機能群

に属する飼料添加物 

1.0     1.5 10 

プレミックス 1.0     1.5 10 

毛皮用動物用飼料、ペット

フード 及び魚類用飼料を

除く混合飼料 

0.75     1.5 10 

養魚用飼料及びペットフー

ド 

1.75    5.5 40 

毛皮用動物用飼料 - - - 

飼料中の水分含有量を 12%として換算 

（<LOQ=LOQ として算出した値で最大基準値と比較） 

※ PCB 28, 52, 101, 138, 153, 180 の合計 

 

（調査・対策開始の目安となる飼料中のアクションレベル） 
 PCDD+PCDF

(ng-TEQ/kg)

Co-PCB 

(ng-TEQ/kg) 

植物油及び副産物を除く植

物起源の飼料原料 

0.5※1 0.35※1 

植物油及びその副産物 0.5※1 0.5※1 

鉱物起源の飼料原料 0.5※1 0.35※1 

乳脂肪及び卵脂肪を含む動

物性脂肪 

0.75※1 0.75※1 

乳、乳製品、卵及び卵製品

を含むその他陸上動物製品

0.5※1 0.35※1 

魚油 4.0※2 11.0※2 

魚類、その他の水生動物及

びそれらの製品、並びに魚

油及び 20%以上の脂肪分を

含む魚類タンパク質加水分

解物を除く副産物 

0.75※2  2.0※2 

20%以上の脂肪分を含む魚

類タンパク質加水分解物 

1.25※2 5.0※2 
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結合剤及びアンチケーキン

グ剤の機能群に属する飼料

添加物 

0.5※1 0.5※1 

微量元素化合物の機能群に

属する飼料添加物 

0.5※1 0.35※1 

プレミックス 0.5※1 0.35※1 

毛皮用動物用飼料、ペットフ

ード及び魚類用 料を除く混

合飼 

- 0.5※1 

養魚用飼料及びペットフード 1.25※2  2.5※2 

毛皮用動物用飼料 - - 

飼料中の水分含有量を 12%として換算 

（<LOQ=LOQ として算出した値でアクションレベルと比較） 

 

※1 汚染源を特定する。汚染源が特定された場合、汚染源を減少させ・除去す

るために、可能な限り適切な対策を行う。 

※2 多くの場合、バックグラウンドレベルがアクションレベルに近い値、又は超え

る値であるため、汚染源の調査を行う必要はないことが推察される。しかし、

アクションレベルを超えた場合には、動物栄養としてこれらの魚介類に存在

するダイオキシン類の管理を目的とした将来的な対策のため、サンプリング

期間、地理的起源、魚種等の情報は保存されるべきである。 

 

[EU, 2012]

【中国】 

○食品中の PCB の最大基準値（GB2762-2012） 

 
食品 PCB 濃度(mg/kg)※ 

水産物及びその加工品 0.5 

※PCB28, 52, 101, 118, 138, 153, 180 の合計 

 （1 種類の Co-PCB が含まれている（PCB118）） 

 

[中国衛生部, 2012]

3 ハザードが注目されるようになっ

た経緯 

1957 年の米国におけるヒヨコの大量死事件、ベトナム

戦争でアメリカ軍が使用した枯葉剤（除草剤）に不純物と

して含まれていたダイオキシン類が原因とみられる奇形

多発の指摘、西日本を中心に米ヌカ油の摂取による大規

模な化学食中毒（カネミ油症）事件（その後の研究調査に

よって PCDF と Co-PCB であるとの結論）、1976 年のイタ

リア・セベソの農薬工場での爆発事故による近郊の家畜

が死亡し奇形の発生が多くなったこと等によりダイオキシ

ン汚染問題が注目。 

我が国においては、1990 年、NHK テレビのキャンペー

ンに端を発する反ダイオキシンの世論を背景に厚生省が

「ダイオキシン類発生防止等ガイドライン検討委員会」を

設置し、「ダイオキシン類発生防止等ガイドライン」をまと

めた。 

また、1995 年、耐容一日摂取量の検討が始まったころ

から消費者の関心が再び高まる。 

その後、１998 年に大阪府能勢町において土壌の高濃

度汚染が見つかったほか、1999 年に埼玉県所沢市周辺

における産業廃棄物処理施設の密集の問題が報道で取

り上げられた（所沢ダイオキシン問題）。 

2010 年には、ドイツの飼料工場で製造された飼料を原

因とした畜産物中のダイオキシン類汚染問題が欧州で発

生。 
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4  汚染実態の報告（国内）  【農林水産省】 

○含有実態調査（2003-2013 年度） 

 

（農産物：2003-2010 年度）    （単位： pg-TEQ/g 湿重量） 

作物名 
試料

点数

ダイオキシン類濃度 

（PCDD+PCDF+Co-PCB） 

最小値 最大値 平均値 

米 83 0.000021 0.02 0.014 

水稲茎葉  16 0.032 0.23 0.087 

小麦 20 0.00082 0.014 0.0045 

大麦 20 0.0028 0.016 0.0074 

大豆 44 0.000015 0.0088 0.0012 

かんしょ 15 0.00019 0.087 0.014 

さといも 7 0.00037 0.0042 0.0019 

はくさい  8 0 0.00056 0.00011 

キャベツ  10 0 0.00061 0.00011 

こまつな 14 0.0011 0.035 0.014 

ちんげん菜  1 － － 0.016 

みずな 4 0.015 0.038 0.025 

のざわな 4 0.0055 0.012 0.0087 

ブロッコリー 1 － － 0.00042 

しゅんぎく  1 － － 0.044 

レタス  4 0.000003 0.00019 0.000081 

ほうれんそう 25 0.0059 0.081 0.033 

ねぎ 9 0.00004 0.027 0.0057 

わけぎ 8 0.0030 0.069 0.023 

きゅうり 8 0.00070 0.075 0.015 

かぼちゃ 4 0.00031 0.0018 0.00098 

にがうり 3 0.0048 0.010 0.0073 

りんご 16 0.0011 0.0062 0.0024 

なし 12 0.0000062 0.0074 0.0026 

かき 18 0.0000050 0.47 0.030 

ぶどう 28 0.000038 0.053 0.0098 

茶（生茶） 16 0.016 0.21 0.065 

茶（荒茶） 8 0.023 0.25 0.13 

（＜LOD=0 として算出）                      [農林水産省, 2012]

（農産物：2013 年度）      （単位： pg-TEQ/g 湿重量） 

作物名 
試料

点数

ダイオキシン類濃度 

（PCDD+PCDF+Co-PCB） 

最小値 最大値 平均値 

ほうれんそう 19 0.00077 0.071 0.016 

こまつな 8 0.00013 0.0062 0.0033 

だいこん（葉） 5 0.0012 0.030 0.016 

キャベツ 10 0 0.0019 0.00020 

ねぎ 9 0.00092 0.012 0.0052 

その他葉茎

菜類 
11 0.000006 0.022 0.0086 

ブロッコリー 4 0 0.00011 0.000027 

なす 1 - - 0 

茶（生葉） 1 - - 0.011 

水稲（茎葉） 2 0.029 0.048 0.038 
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(<LOD=0 として算出) 

* 周辺環境から影響を受けやすい葉菜類（結球しないもの）を中心に実施。

 

[農林水産省, 2008-2015]
 

（畜産物：2006-2012 年度）    （単位： pg-TEQ/g 湿重量） 

畜産物名 年度
試料

点数

ダイオキシン類濃度 

（PCDD+PCDF+Co-PCB） 

最小値 最大値 平均値 

牛乳 2012 25 0.000072 0.095 0.014 

 2010 25 0.00003 0.039 0.0069 

 2008 30 0.00006 0.039 0.0064 

 2006 30 0.00007 0.023 0.007 

チーズ 2008 30 0.00006 0.27 0.089 

 2006 30 0.00018 0.14 0.081 

牛肉 2012 25 0.0012 1.2 0.26 

 2010 25 0.00063 1.2 0.25 

 2008 40 0 1.3 0.20 

 2006 40 0.0013 1.4 0.25 

輸入牛肉 2006 20 0 2.2 0.23 

豚肉 2012 25 0.00057 0.12 0.016 

 2010 25 0.00029 0.040 0.0079 

 2008 30 0.00018 0.035 0.0056 

 2006 30 0.00019 0.076 0.010 

鶏肉 2012 25 0.00046 0.17 0.039 

 2010 25 0.00012 0.18 0.027 

 2008 30 0.00031 0.19 0.037 

 2006 30 0.00095 0.23 0.051 

鶏卵 2012 25 0.00058 0.23 0.039 

 2010 25 0.00057 0.12 0.032 

 2008 30 0.00070 0.20 0.033 

 2006 30 0.0012 0.11 0.033 

乾燥卵白 2006 30 0 0.17 0.016 

乾燥卵黄 2006 30 0.031 0.57 0.22 

（＜LOD=0 として算出） 

 

[農林水産省, 2008-2015]
 

（水産物：2006-2013 年度）    （単位： pg-TEQ/g 湿重量） 

水産物名 年度
試料

点数

ダイオキシン類濃度 

（PCDD+PCDF+Co-PCB） 

最小値 最大値 平均値 

カタクチイワシ 2011 30 0.14 1.0 0.47 

 2008 30 0.082 1.1 0.35 

 2006 10 0.20 0.84 0.42  

コノシロ 2011 30 0.55 2.5 1.5 

 2008 30 0.43 6.5 2.0 

 2006 10 0.88  4.9 2.40   

スズキ 2012 30 0.54 6.7 2.1 

 2010 30 0.35 7.8 2.1 

 2008 30 0.25 6.1 1.9 

 2006 10 1.0  5.8 2.60  
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タチウオ 2013 30 0.24 3.3 0.83 

 2010 30 0.096 1.6 0.74 

 2008 30 0.30 3.6 1.0 

 2006 10 0.87 3.0 1.70  

ホッケ 2013 30 0.30 3.2 1.0 

 2010 30 0.21 2.1 0.89 

 2008 30 0.17 2.7 0.66 

 2006 10 0.24 1.3 0.48  

マサバ 2011 30 0.68 2.7 1.4 

 2008 30 0.32 1.5 0.68 

 2006 10 0.18 2.0 0.79 

ブリ（天然） 2013 30 1.9 5.1 3.2 

 2011 30 3.1 7.5 4.7 

 2009 30 2.5 5.5 3.9 

 2007 10 0.97 3.7 2.7 

ブリ（養殖） 2013 30 1.2 4.7 2.8 

 2011 30 1.4 3.7 2.7 

 2009 30 1.4 3.5 2.5 

 2007 10 1.7 2.8 2.3 

カンパチ（養殖） 2011 30 1.6 2.4 2.0 

 2009 30 1.1 3.7 2.0 

 2007 10 1.2 3.9 1.9 

ウナギ（養殖） 2012 30 0.098 0.92 0.46 

 2009 30 0.38 0.94 0.55 

 2007 10 0.50 2.1 0.98 

ベニズワイガニ 2012 30 0.22 0.75 0.39 

 2009 30 0.21 0.51 0.37 

 2007 10 0.26 0.79 0.41 

（＜LOQ=0 として算出） 

[農林水産省, 2008-2015]
 

【FAMIC】 

○飼料中の含有実態調査（2008-2014 年度） 
（単位：pg-TEQ/g 湿重量）

飼料名 年度 試料点数

ダイオキシン類濃度 

（PCDD+PCDF+Co-PCB） 

最小値 最大値 平均値 

魚粉 2014 10 0.16 2.6 1.2 

2013 10 0.07 2.5 0.9 

2012 10 0.13 2.7 1.1 

 2011 10 0.009 1.4 0.51 

 2010 10 0.13 1.2 0.60 

 2009 10 0.0006 0.80 0.33 

 2008 10 0.08 1.5 0.65 

魚油 2014 5 5.2 23 12 

2013 5 5.6 17 11 

2012 5 6.6 17 10 

 2011 5 0.74 14 9.7 

 2010 5 0.87 9.8 6.1 

 2009 10 0.87 12 8.3 

 2008 10 5.5 19 12 
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魚油混油脂 2008 1 - - 5.2 

動物性油脂 2014 10 0.005 0.47 0.10 

2013 10 0.004 0.14 0.06 

2012 10 0.006 0.21 0.09 

 2011 10 0.005 0.43 0.14 

 2010 10 0.004 0.25 0.13 

 2009 10 0.07 0.20 0.12 

 2008 9 0.08 0.33 0.17 

（＜LOQ=0 として算出） 

 

*2007 年度以前のデータは、独立行政法人農林水産消費安全

技術センターのウェブサイトに掲載。 

 

[FAMIC, 2009-2014]

 

【厚生労働省】 

「ダイオキシン類一日摂取量調査等の調査結果」によって

得られた食品中の濃度データはウェブサイトに掲載。 

[厚生労働省, 2000-2014]

5 毒性評価 ○ 体内負荷量 

化学物質による慢性毒性の発現は、一日当たりの暴露

量よりも血中濃度や体内に存在する量（体内負荷量）に依

存している。 

ダイオキシン類のように蓄積性が高く、かつその程度に

大きな種差がみられる物質については、影響との関連を

みるためには、一日当たりの摂取量より体内負荷量に着

目する方が適当。 

[WHO, 1998] [環境庁, 1999b]

 

EPA は、体内負荷量では十分に毒物動態学を考慮でき

ていないものとして、血清中の 2,3,7,8-TCDD 濃度（脂質補

正）に着目。 

[EPA, 2012]

  (1)吸収、分布、排出及び代謝 ①吸収 

・ダイオキシン類は、消化管、皮膚及び肺から吸収される

が、吸収の程度は、異性体の種類、吸収経路及び媒体

により異なる。 

・工場の爆発事故などでは、ヒトは上記の 3 経路からダイ

オキシン類を吸収するが、日常生活では、ダイオキシン

類の総摂取量の 90%以上は経口摂取による。 

・経口摂取での 2,3,7,8-TCDD の吸収は、植物油に溶かし

た場合は 90%に近いが、食物と混和した場合の吸収率

は、50-60%。 

 [環境庁, 1999b]

・ラットへの単回経口投与における吸収率は以下のとおり。

2,3,7,8-TCDF  吸収率：約 90%（投与 3 日後） 

2,3,4,7,8-PeCDF 吸収率：70-85%（投与 3 日後） 
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2,3,7,8-TCDD   吸収率： 84%（平均値）（投与 0 日後の

吸収率を投与後 22 日間の吸

収率から推計した 6 試験の結

果の平均値） 

OCDD       吸収率：2-15%（投与 3 日後） 

[JECFA, 2002]

②分布 

・ダイオキシン類を実験動物に経口投与した場合、主に、

血液、肝、筋、皮膚、脂肪に分布する。特に肝及び脂肪

に多く蓄積される。 

 

③排出 

・ダイオキシン類は主に糞中に排せつされ、尿中への排

せつは少なく、排せつ速度には種差が大きい。ヒトに

2,3,7,8-TCDD を経口投与した場合の糞便排出経路での

半減期は 5.8 年、脂肪組織での半減期は 9.7 年であっ

た 。 ま た 、 ベ ト ナ ム 参 戦 兵 士 で の 血 清 中 半 減 期 は

7.1-11.3 年であった。 

 

④代謝 

・一般的にダイオキシン類は、代謝されにくく、肝ミクロゾ

ームの薬物代謝酵素によりゆっくりと極性物質に代謝さ

れる。また、代謝には大きな種差がある。代謝物として

は水酸化代謝物や硫黄含有代謝物が検出されている。

代謝物の多くはグルクロン酸抱合を受け、尿あるいは胆

汁中に排せつされる。 

・また、2,3,7,8-TCDD あるいはその代謝物とたんぱくと核

酸との共有結合はほとんど見られない。 

[環境庁, 1999b]

  (2)急性毒性 2,3,7,8-TCDD： 

致死量には種差が大きい（実験動物の種類によって毒

性に対する感受性が大きく異なる）。 

0.6 μg/kg bw (モルモット雄、経口投与)、 

5100 μg/kg bw(ハムスター雌、経口投与) 

[JECFA, 2002]

 

 (3)短期毒性 － 

 (4)長期毒性 ①発がん性 

Co-PCB： 

総合評価はグループ１（ヒトに対して発がん性あり） 

[IARC, 2013]

2,3,7,8-TCDD、2,3,4,7,8-PeCDF： 

総合評価はグループ１（ヒトに対して発がん性あり） 

[IARC, 2012] [IARC, 1997]

PCDD(2,3,7,8-TCDD を除く)、 

PCDF(2,3,4,7,8-PeCDF を除く)： 

総合評価はグループ３（分類できない） 
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[IARC, 1997]

 

②生殖毒性 

2,3,7,8-TCDD： 

・妊娠 15 日目の雌ラットへの単回強制経口投与試験にお

いて、精子数の減少が見られたことから LOAEL を 50 

ng/kg bw とした（体内負荷量：28 ng/kg bw）。 

・妊娠 15 日目の雌ラットへの単回強制経口投与試験にお

いて、仔ラット（雄）に生殖器奇形の発生が見られたこと

から LOAEL を 200 ng/kg bw とした（体内負荷量：73 

ng/kg bw（妊娠 21 日目の測定値））。 

[WHO, 1998]

 

・妊娠 15 日目の雌ラットへの単回強制経口投与試験におい

て、生後 120 日の仔ラット（雄）に肛門性器間距離の減少等

が見られたことから NOEL を 12.5 ng/kg bw とした（体内負

荷量：22 ng/kg bw）。 

・交配 2 週間前の雌ラットへの初期皮下投与(25 ng/kg bw)・

授乳終了までの週 1 回の皮下投与(5 ng/kg bw)の試験に

おいて、仔ラット（雄）に精子生産能の低下（繁殖成功率

には影響なし）が見られたことから LOEL を 25 ng/kg bw

とした（体内負荷量：28 ng/kg bw）。 

 [JECFA, 2002]

 

・セベソの農薬工場爆発事故後の周辺住民への調査で、

乳児から思春期前の子供（1-9 歳）の被ばくにおいて、

22-31 歳時に精子数及び運動精子数の減少が見られた

ことから LOAEL を 0.020 ng/kg bw/day とした。 

[EPA, 2012]

 

③免疫毒性 

2,3,7,8-TCDD： 

・妊娠 14 日目の雌ラットへの単回強制経口投与試験にお

いて、仔ラットに遅延型過敏反応の抑制が見られたこと

から LOAEL を 100 ng/kg bw（体内負荷量：86 ng/kg bw）

とした。 

 

④その他 

2,3,7,8-TCDD： 

・雌アカゲザルへの 4 年間の経口投与で、投与開始後 10

年において、子宮内膜症の発生率の増加が見られたこ

とから、LOAEL を 0.15 ng/kg bw/day（体内負荷量：40 

ng/kg bw）とした。 

・ウサギへの 4 週間（週 5 日）の皮膚塗布試験においてク

ロルアクネの発生が見られたことから、LOAEL を 4.0 

ng/kg bw（体内負荷量：22 ng/kg bw）とした。 

[環境庁, 1999b]
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・セベソの農薬工場爆発事故後の周辺住民への調査で、

母体の被ばくにおいて、新生児の甲状腺刺激ホルモン

の増加が見られたことから、LOAEL を 0.020 ng/kg 

bw/day（血清中濃度（脂質補正）から推計）とした。 

[EPA, 2012]

6 耐容摂取量  

 (1)耐容摂取量  

  ①PTDI/PTWI/PTMI PCDD+PCDF+Co-PCB： 

 

【WHO】 

（1998 年の評価） 

TDI（暫定） 1-4 pg TEQ/kg bw  

 *4 pg/kg bw を当面の最大耐容摂取量とし、究極的な目標と

して 1 pg/kg bw 未満まで摂取量を削減するよう勧告した。

[WHO, 1998]

【JECFA】 

（2002 年の評価） 

PTMI  70 pg TEQ/kg bw 

[JECFA, 2002]

【日本】 

TDI    4 pg TEQ/kg bw 

[環境庁, 1999b]

【米国】 

RfD（一日当たりの経口摂取での参照量） 

   0.7 pg TEQ/kg bw/day  
 

※FDA はウェブサイト上の Q&A において、これまでと同様にバランスの取れた

食事をするよう回答 

[EPA, 2012]

 

 ②PTDI/PTWI/PTMI の根拠 2,3,7,8-TCDD： 

 

【WHO】 

・①LOAEL：体内負荷量 28 ng/kg bw 

          ヒトの一日摂取量 14 pg/kg bw 

（雌ラットへの妊娠 15 日目の単回強制経口投

与において、仔ラット（雄）に影響あり） 

・②LOAEL：体内負荷量 73 ng/kg bw 

          ヒトの一日摂取量 37 pg/kg bw 

（雌ラットへの妊娠 15 日目の単回強制経口投

与において、仔ラット（雌）に影響あり。体内負

荷量は妊娠 21 日目の測定値） 

※TDI は①～②の範囲で設定 

[WHO, 1998]
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【JECFA】 

・①NOEL：体内負荷量 22 ng/kg bw 

         ヒトの一月摂取量 330 pg/kg bw 

（雌ラットへの妊娠 15 日目の単回強制経口投

与において、生後 120 日の仔ラット（雄）に影

響あり） 

・②LOEL：体内負荷量 28 ng/kg bw 

         ヒトの一月摂取量 423 pg/kg bw 

（雌ラットへの交配 2週間前の初期皮下投

与(25 ng/kg bw)及び授乳終了までの週 1回

の皮下投与(5 ng/kg bw)において、仔ラット

（雄）に影響あり） 

※PTMI は①～②の範囲で設定 

[JECFA, 2002]

【日本】 

・各種動物試験の結果を総合判断し、86 ng/kg bw を根拠

とする体内負荷量とし、この値から人の一日摂取量 43.6 

pg/kg bw を求めた。 

・影響の発現が示される最も低い体内負荷量の値は、雌

性生殖器の形態異常を示した事例を含め概ね 86 ng/kg 

bw に存在。 

・毒性試験において最も感受性が高いと考えられる胎児 

期における暴露による影響を指標にしたもの。 

（参考：主な動物試験結果） 

・①LOAEL：200 ng/kg bw 

体内負荷量 86 ng/kg bw 

          ヒトの一日摂取量 43.6 pg/kg bw 

（WHO の 1998 年評価の②LOAEL の試験結果

において、体内負荷量は妊娠 16 日目と 21 日

目の測定値の中間的な値を採用）  

・②LOAEL：100 ng/kg bw 

体内負荷量 86 ng/kg bw 

          ヒトの一日摂取量 43.6 pg/kg bw 

（雌ラットへの妊娠 15 日目の単回強制経口投

与において、仔ラットに影響あり） 

[環境庁, 1999b]
 

 

※ 体内負荷量は文献的知見から推定（ただし、実測データがあるものについ

てはこれを採用）。 

また、ヒトでの半減期 7.5 年、吸収率 0.5 として定常状態の時の一日摂取量

を下式により計算 

ヒト一日摂取量＝（体内負荷量×ln2）/（半減期×吸収率） 

 

【米国】 

・LOAEL：0.020 ng/kg bw/day 

（血清中濃度（脂質補正）から推計）

（セベソの農薬工場爆発事故後の周辺住民への

調査で、 
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①乳児から思春期前の子供（1-9 歳）のばく露に

おいて、22-31 歳時に影響あり 

②母体のばく露において、新生児に影響あり） 

[EPA, 2012]

 (2)急性参照量(ARfD) － 

7 暴露評価  

  (1)推定一日摂取量 【日本】 

(1) トータルダイエット調査（マーケットバスケット方式）の

結果(厚生労働省) 

年度 

ダイオキシン類摂取量 

(pg TEQ/kg bw/day) 

2005 TEF 1998 TEF 

最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値

2013 0.18 0.97 0.58    

2012 0.22 1.22 0.69    

2011 0.37 1.54 0.68    

2010 0.43 1.61 0.81    

2009 0.28 1.49 0.84    

2008 0.13 1.90 0.92    

2007   0.93 0.42 3.32 1.11 

2006   0.90 0.38 1.94 1.04 

2005   1.02 0.47 3.56 1.20 

2004   1.21 0.48 2.93 1.41 

2003   1.13 0.58 3.05 1.33 

2002   1.27 0.57 3.40 1.49 

2001   1.39 0.67 3.40 1.63 

2000   1.25 0.84 2.01 1.45 

1999   1.92 1.19 7.01 2.25 

1998   1.75 1.22 2.72 2.00 

＊体重 1ｋｇ当たりの一日摂取量は日本人の平均体重を 50kg として計算 

(<LOD=0) 

[厚生労働省, 2000-2014]
 

(2)食事からのダイオキシン類摂取量調査（陰膳方式）の

結果（環境省） 
（単位：pg TEQ/kg bw/day） 

年度 
ダイオキシン類摂取量 

最小値 最大値 平均値 

2014  0.086 1.3  0.43 

2013  0.046 1.6  0.32 

2012  0.071 2.3  0.72 

2011  0.035 2.4  0.65 

2010  0.031 2.0  0.44 

2009  0.055 6.2  0.79 

2008  0.054 4.8  0.68 

2007  0.060 6.2  0.75 

2006  0.099 2.2  0.57 

2005 0.13 5.2  0.89 

2004 0.16 3.7  0.89 

2003 0.14 5.6 1.1 

2002  0.058 5.6 1.1 

    (<LOQ=0) 

[環境省, 2004-2015]



(c) 農林水産省 

 

17 

(3)モンテカルロシミュレーション 

・2011 年度（対象：一般的な国民） 

平均値： 1.3  pg TEQ/kg bw/day 

中央値： 0.36 pg TEQ/kg bw/day 

90%ile 値：2.9  pg TEQ/kg bw/day 

95%ile 値：4.9  pg TEQ/kg bw/day 

(<LOD=0) 

[厚生労働省, 2012]
 

【米国】 

PCDD, PCDF： 

26.8 pg TEQ/kg bw/month 

（<LOD＝LOD）(WHO1998) 

[FDA, 2006]

 

【EU】 

PCDD+PCDF+Co-PCB： 

 

 

ダイオキシン類摂取量 

（pg TEQ/kg bw/day） 

平均摂取群 高摂取群 

（95%ile） 

乳幼児及び子供 

（10 歳未満） 

1.08-2.54 2.6 - 9.9 

子供及び成人 

（10 歳以上） 

0.57-1.67 1.2 - 5.8 

 (<LOQ=LOQ) 

[EFSA, 2012]

 

【英国】 

PCDD+PCDF+Co-PCB： 

・1997 年調査 

 成人の平均摂取群 1.8 pg TEQ/kg bw/day 

(<LOD=LOD) (WHO1998) 

[FSA, 2000]

・2001 年調査 

 成人の平均摂取群 0.9 pg TEQ/kg bw/day 

(<LOD=LOD) (WHO1998) 

[FSA, 2003]

 

【オランダ】 

PCDD+PCDF+Co-PCB： 

 

 

ダイオキシン類摂取量 

（pg TEQ/kg bw/day） 

平均摂取群 高摂取群 

（95%ile） 

2 歳 1.0 1.6 

7-69 歳 0.5 1.0 

 (<LOQ=LOQ) 

 （<LOD = 1/2LOD, <LOQ = 1/2LOQ 

：動物由来食品及び植物油 
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<LOD, <LOQ = 0  ：植物油以外の植物由来食品） 

[RIVM, 2014]

 

【豪州】 

PCDD+PCDF+Co-PCB： 

 成人及び子供（2 歳以上）の平均摂取群 

15.6 pg TEQ/kg bw/month 

(<LOD=LOD)(WHO1998) 

[DEH, 2005]

 

【中国】 

PCDD+PCDF+Co-PCB： 

平均摂取群          21.92 pg TEQ/kg bw/month 

高摂取群（95%ile）     59.65 pg TEQ/kg bw/month 

(<LOD=0.5LOD) 

[FEHD, 2011]

 
※毒性等量(TEQ)については、「5 基準値、その他のリスク

管理措置」の項目を参照 
  (2)推定方法 【日本】 

(1)トータルダイエットスタディ（マーケットバスケット方

式） 

飲料水を含めた全食品を 14 群に分け、1994, 1996-2002

年度国民栄養調査並びに 2003-2007 年度国民健康・栄養

調査の地域別国民平均食品摂取量表に基づき、全国 7 地

域（北海道、宮城県、埼玉県・東京都・横浜市、石川県・名

古屋市、大阪府・兵庫県、山口県・香川県、福岡県）の小売

店等から食品を購入し、必要に応じて調理した後、食品群

ごとに分析し、国民 1 人当たりの平均的な一日摂取量を算

出。 

[厚生労働省, 2000-2014]

 

(2)トータルダイエットスタディ（陰膳方式） 

調査期間中の３日間分の食事を混合し、食事全体を一

括して分析することにより、調査対象者（調査対象地域に

10 年以上居住）が１日に食べた食品に由来する化学物質

の摂取量を推定。2002 年度から 2014 年度までに全国 44

都道府県の計 685 人で調査。 

[環境省, 2004-2015]

 

(3)モンテカルロシミュレーション 

2003～2007 度国民健康・栄養調査結果の魚介類を 13

区分（アジ、イワシ、サケ・マス・カレイ、マグロ・カジキ、そ

の他の生魚、イカ・タコ、エビ・カニ、貝類、魚介乾物、魚介

缶詰、魚介佃煮、魚介練り製品、魚肉ハム・ソーセージ）し

て集計した魚介類の摂取量と、1998～2010 年度の厚生

労働省調査結果における魚介類中のダイオキシン類濃

度のデータ（約650試料）を使用して、ダイオキシン類の摂

取量分布を推定（魚介類の摂取量データの分布を使用、
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魚介類中のダイオキシン類の濃度分布には対数正規分

布を仮定）。 

[厚生労働省, 2012]

 

【米国】 

Continuing Survey of Food Intakes by Individuals(CSFII) 

(USDA 2000)の食品消費量と 2001-2004 年に米国内の食

品について実施した PCDD/PCDF 調査における汚染量の

重量平均より計算。 

[FDA, 2006]

 

【EU】 

Comprehensive European Food consumption Database の

食品消費量と 2008-2010 年の期間に EU 加盟 19 カ国※及

びノルウェーでサンプリングされた食品の調査における汚

染濃度の重量平均より計算。 
※オーストリア、キプロス、チェコ共和国、デンマーク、エストニア、フィンランド、フ

ランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイルランド、イタリア、ラトビア、オラン

ダ、ポーランド、スロヴァキア、スロヴェニア、スウェーデン、英国 

[EFSA, 2012]

 

【英国】 

National Diet and Nutrition Survey の食品消費量と 1997 年,

2001 年に英国でサンプリングされた食品の調査における

汚染濃度の重量平均より計算。 

[FSA, 2000] [FSA, 2003]

 

【オランダ】 

Dutch National Food Consumption Survey (2 歳：DNFCS- 

Young(2005-2006)、7-69 歳：DNFCS(2007- 2010)) の食品

消費量と、動物由来食品については 2010-2013 年に、植物

由来食品については 2001-2005 年にオランダでサンプリン

グされた食品の調査における汚染濃度の重量平均より計

算。 

[RIVM, 2014]

 

【豪州】 

National Nutrition Survey(NNS)(1995)の食品消費量と

FSANZ でサンプリングされた食品の調査における汚染濃

度の重量平均より計算。 

[DEH, 2005]

【中国】 

Hong Kong Population-Based Food Consumption Survey 

(FCS:2005-2007）の食品消費量と 2010 年 3 月～2011 年 2

月に香港でサンプリングされた食品の調査における汚染

濃度の重量平均より計算。 

[FEHD, 2011]

8 MOE(Margin of exposure) － 
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9 調製・加工・調理による影響 ダイオキシン類は油脂に溶けやすく、魚介類中の濃度は

脂肪含有量と関係がある。加工調理過程における加熱に

よる分解はない。 

 

10 ハザードに汚染される可能性が

ある農作物/食品の生産実態  

  (1)農産物/食品の種類 
・全ての食品 

  (2)国内の生産実態 

11 汚染防止・リスク低減方法 【Codex】 

・ダイオキシン類の汚染の原因を特定し、当該地域で生産

される飼料・食品についてモニタリングを行う。 
・土壌のガイダンス値を設定し、農用地の使用制限を推

奨する（例：放牧の制限や適切な農業技術の使用の推

奨）。 
・ダイオキシン類による汚染の可能性のある飼料・食品を

特定する。 
・国の設定するガイドラインレベル又は最大含有量を下回

ることをモニタリングによって確認し、もし可能であれば、

上回る飼料・食品の割合を減少させる又は飼料・食品

（例：魚油）中の含有量を低下させる。 
・飼料加工における重要管理工程を特定し管理する（例：

直接加熱による強制乾燥）。 
[Codex, 2006]

【日本】 

ダイオキシン類対策特別措置法により、ダイオキシン類

に関する施策の基本とすべき基準（TDI、大気、水質及び

土壌の環境基準）を設定し、排出ガス及び排出水に関す

る規制、廃棄物焼却炉に係るばいじん・焼却灰等の適正

処理、汚染土壌の除去等の措置などを実施。  

 また、2001 年 4 月の「廃棄物の処理及び清掃に関する

法律」の改正から、農業で直接必要な焼却などの例外を

除き、野外焼却を禁止。また、排出ガス濃度が規制されて

いない小型の廃棄物焼却炉についても 800 度以上でごみ

を燃焼でき、温度計や助燃装置などを備えた構造をもつ

焼却炉であることが必要。 

[環境庁, 1999a]

 

12 リスク管理を進める上で不足して

いるデータ等 

排出抑制対策に伴う食品中のダイオキシン類濃度の経年

変化の有無が分かる程度のデータが必要。 

 

13 消費者の関心・認識 ・一部の消費者は、ダイオキシン類が非常に強い毒性

を持つハザードであることや、魚介類が他の食品群と

比較して高濃度にダイオキシン類を含んでいることに

ついて関心が高い。 
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 別紙 

コーデックス委員会「化学物質による食品汚染を低減するための排出源対策に関する実施規

範（CAC/RCP 49-2001）」の主な内容 

 食品管理当局が、関係する国内当局や国際機関に対し、食品汚染の想定や実態について情報

提供し、適切な予防策をとるよう促さなくてはならない。

 食品中の汚染物質が、合理的に到達可能な範囲で低いかつ健康保護の観点から受容できる／

耐容できると考えられる上限値を超えない濃度であるために、以下からなるアプローチをとる。

 汚染源を取り除く又は制御する対策

 汚染濃度を低減するための処理

 ヒトの消費に適した食品から汚染された食品を同定・分離する対策

 空気、水、土壌汚染が動植物由来食品の汚染や飲用、食料生産用及び調理加工用の水を汚染

する可能性がある。関係する国内当局や国際機関は食品汚染の想定や実態について情報を得、

以下の措置を取るべき。

 工業からの汚染物質の排出を管理する (化学工業、鉱業、金属業、紙工業、兵器の試験

等)。

 発電(原子力発電所を含む)及び交通機関からの汚染物質の排出を管理する。

 固体、液体の家庭廃棄物及び産業廃棄物を管理する (地上の堆積、下水スラッジの廃棄、

廃棄物の焼却を含む)。

 毒性があり環境中に長く留まる物質の製造、販売、使用及び廃棄を管理する (例：PCB, 臭

素系難燃剤等の有機ハロゲン化合物、鉛、カドミウム、水銀化合物等)。

 特に有意な量が最終的に環境中に放出される可能性がある場合、新しい化学物質が市場

に導入される前に、健康及び環境の観点から受け入れ可能であることを示す適切な試験を

確実に実施する。

 毒性があり環境中に長く留まる物質を、健康及び環境の観点からより受け入れやすい物質

で置き替える。
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